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[image: image2.emf]中小企業

大企業

 企業数99.7％0.28％

 従業者数69.4％30.6％

 製造出荷額47.8％52.3％

 小売販売額71.4％28.6％

[image: image3.emf]橋本「金融改革」

 銀行、証券、保険の垣根を取りはらう「金融ビッグバン」

小泉「構造改革」

 貯蓄から投資へ。郵政民営化、責任共有制度導入

福田「金融立国論」

 モノづくりを支える金融から投資中心の金融へ

麻生「経済対策」

 大銀行支援10兆円。ｾｰﾌﾃｨｰネット保証関連は4,000億円

アメリカ型の金融政策が貸し渋り･貸しはがしの原因
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特別保証予算

1兆4,500億円

緊急保証予算

（当初）

4,000億円

[image: image6.emf]図③

[image: image7.emf]図②

[image: image8.emf]銀行名申告所得納税額

税負

担率

米モルガンスタン

レー　9,500億円

　三菱東京UFJ5,793億円148億円2.6％▲3,365億円

米メリルリンチ

1,300億円

　みずほコーポレート

4,900億円0.38億円0.0％▲2兆2,947億円

英バークレイズ

1,000億円

　三井住友7,448億円160億円2.1％▲6,894億円

合　　計

1兆8,141億円308.38億円

1.7％

…▲3兆3,206億円

大銀行の申告所得と法人３税納税額



※貸し出し減少額は各ＦＧのもので08年9月期決算と07年同期決

算の比較








中小業者は企業数の99・７％、雇用の


７割、製造出荷額の47・８％を担い、地


域経済になくてはならない存在です。


中小業者に資金が回れば、関連業者、従


業員などを通じて地域に循環します。


いま、中小業者が融資を受けて商売を続けてこそ、地域や消費者、日本経済を元気にできるのです。とにかく、公的資金を活用する…そのために、中小業者として生き抜く勇気と自信を持ちましょう。
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いま、中小業者が融資を受けて商売を続けてこそ、地域や消費者、日本経済を元気にできるのです。とにかく、公的資金を活用する…そのために、中小業者として生き抜く勇気と自信を持ちましょう。





　「酒場・ビアホール」が対象なのに、なぜ、スナックが「緊急保証」の対象からはずされているのか。そもそも業種指定方式はやめるべきだ…日本共産党の仁比そうへい参院議員が12月15日、国会で質問。これを受けて、中小企業庁は19日までに、「例えば、焼きうどんやおにぎりを提供していれば『酒場・ビアホール』に含まれ得る」。また、風営法の許可業者でも実態が『酒場・ビアホール』であれば問題ないと説明しました。





　全国の民商の運動が実り、セーフティーネット保証（保証協会が１００％保証＝「緊急保証」）の対象が６９８業種に拡大され、スナックも対象になりました。10月31日から12月24日までに３兆２２６５億円の融資が実行されています。


　民商は、信用保証協会に申し入れ、「税金滞納があっても、条件変更をしていても相談にのる」との回答を得るなど、切実な融資要求の実現に全力で取り組んでいます。


　資金繰りの相談は、お気軽に民商へどうぞ！











　中小業者は、燃油・資材・穀物高騰に苦しめられ、今度は金融危機の影響で発注停止や単価たたき、急激な景気悪化の直撃を受けて苦しんでいます。


　この原因は、自民・公明政権が続けてきた「構造改革」路線です。まじめに働いてきた中小業者・国民には何の責任もありません。





　全国の民商の運動が実り、セーフティーネット保証（保証協会が１００％保証）の対象を拡大した「緊急保証」制度が10月31日から実施され、12月３日までに１兆円を超える融資が実行されています。さらに、政府は６９８業種へと対象を拡大。「全業種を対象に」との世論と運動が政治を動かしています。


　民商は、信用保証協会に申し入れ、「税金滞納があっても、条件変更をしていても相談にのる」との回答を得るなど、切実な融資要求の実現に全力で取り組んでいます。


　資金繰りの相談は、お気軽に民商へどうぞ！











　いま、全国の民商では、「中小業者に仕事と資金を回せ！


消費税増税反対・生活必需品は完全非課税に！」の緊急署


名に取り組んでいます。


また、融資制度の改善・拡充や公共工事の前倒し発注を自治体に要求。大企業にも「地元業者に仕事を」と要請しています。


力を合わせて、中小業者の経営と暮らしを守りましょう。緊急署名にご協力ください。








　自・公政権は「構造改革」の名でアメリカ型の金融政策を継続（図①）。地域に資金を循環させ、『モノづくりを支えてきた金融』を『株や金融商品の売買でもうける金融』へと変質させ、サブプライムローンなどの危険な貸付債権を証券化し、「いかさまバクチ」をあおったのです。そして、大企業や大銀行は自らの損失を国民・中小業者に対する「派遣切り」、単価たたき、貸しはがしなどで解消しようとしているのです。





　麻生内閣は、金融危機を口実に10兆円もの税金を大銀行などに投入しようとしていますが、これでは「貸し渋り」はなくなりません。


税金投入を受け、大もうけを上げてきた大銀行は、税金もほとんど払わず、外資に出資。中小業者への融資を大幅に減らしてきました（図②）。





　いま、国が行うべきことは、▼緊急保証制度の対象を全業種に拡大▼98年に実施した「金融安定化特別保証制度」なみの予算（図③）を組む▼信金・信組や地銀に一定の自己資本比率を押しつけて管理する仕組みを撤廃することです。


そして、自治体が「返済期間10年、据置期間３年、金利・保証料本人負担ゼロ、納税を要件としない特例」を盛り込んだ融資制度を創設すれば、中小業者も金融機関も生き残る道が広がります。








